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貸 借 対 照 表 

〔 ２０２５年３月３１日現在 〕 

（単位：百万円） 

資 産 の 部 負 債 の 部 

流動資産 ２１,４５８ 流動負債 １１,３８８ 

現金及び預金  ４４０ 買掛金 ３,５３９ 

売掛金 ８,０２０ 未払金 １,０７５ 

契約資産 ４１６ 未払費用 ７６０ 

関係会社預け金 ６,６００ 未払法人税等 ６７５ 

商品 ９６７ 未払消費税等 ４４０ 

前払費用 ４,５８４ リース債務 １１９ 

その他 ４２６ 契約負債 ４,６５７ 

貸倒引当金 △０ その他 １２０ 

固定資産 ６,９８４   

 有形固定資産 １，５２６ 固定負債 ５,０２９ 

建物附属設備 ２９６ 退職給付引当金 ４,４０３ 

器具・備品 ６０４ 役員退職慰労引当金 ５０ 

建設仮勘定 １２６ 資産除去債務 １８７ 

リース資産 ４９９ リース債務 ３８８ 

無形固定資産 １,９６５   

ソフトウェア １,１３８ 
負債合計 １６,４１８ 

ソフトウェア仮勘定 ２６６ 

のれん １４７ 
純 資 産 の 部 

顧客関連資産 ４１３ 

その他 ０ 株主資本 １２,０２４ 

投資その他の資産 ３,４９１  資本金 ４,０００ 

投資有価証券 １  利益剰余金 ８,０２４ 

関係会社株式 ８７２   利益準備金 ９５２ 

敷金 ２４０   その他利益剰余金 ７,０７２ 

破産更生債権等 １７４    繰越利益剰余金 ７,０７２ 

前払年金費用 ３８７   

繰延税金資産 １,８３５   

その他 １５５ 
純資産合計 １２,０２４ 

貸倒引当金 △１７４ 

資産合計 ２８,４４３ 負債・純資産合計 ２８,４４３ 
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損 益 計 算 書 

自：２０２４年４月 １日 

至：２０２５年３月３１日 

                                   （単位：百万円） 

科目 金額 

    

売上高  ４３,２１３  

売上原価  ３３,３４７  

売 上 総 利 益  ９,８６６  

    

販売費及び一般管理費  ６,９７４  

営 業 利 益  ２,８９１  

    

営 業 外 収 益    

受取利息及び配当金 １９１   

そ の 他 １００ ２９２  

    

営 業 外 費 用    

支 払 利 息  １８     

支 払 手 数 料  ９     

そ の 他  ２   ３０  

       

経 常 利 益     ３,１５３  

       

税引前当期純利益     ３,１５３  

       

  法 人 税 等        

法人税、住民税及び事業税  ８８３     

法 人 税 等 調 整 額  △７３   ８１０  

       

当  期  純  利  益     ２,３４３  
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 

                自：２０２４年４月 １日  

                            至：２０２５年３月３１日  

 

                                                                          （単位：百万円） 

 

株   主   資   本     

 

 

純資産 

合計 
資本金 

利 益 剰 余 金 

株主資本 

合計 
利益  

準備金 

その他  

利益剰余金 利益剰余金

合計 繰越利益 

剰余金 

当期首残高 ４,０００ ８６５ ５,６８１ ６,５４７ １０,５４７ １０,５４７ 

当期変動額       

剰余金の配当  ８６ △９５２ △８６６ △８６６ △８６６ 

当期純利益   ２,３４３ ２,３４３ ２,３４３ ２,３４３ 

当期変動額合計  ８６ １,３９０ １,４７６ １,４７６ １,４７６ 

当期末残高 ４,０００ ９５２ ７,０７２ ８,０２４ １２,０２４ １２,０２４ 
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個 別 注 記 表 

                自：２０２４年４月 １日  

                            至：２０２５年３月３１日  

 

 

１．重要な会計方針に関する注記 

 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

 

関係会社株式 移動平均法による原価法 

 

その他有価証券 

 

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法 

 

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

 

商  品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下 

              による簿価切下げの方法により算定） 

 

（３）固定資産の減価償却方法 

 

有形固定資産 定額法 

（リース資産を除く） 

 

無形固定資産 定額法 

 自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能 

期間（５年）に基づく定額法によっています。 

サービス提供目的固定資産についてはその提供期間にわた 

って均等償却しております。 

のれん及び顧客関連資産については割引後キャッシュフロー 

に基づく耐用年数（のれんは 11 年、顧客関連資産は 15 年） 

にわたって均等償却しております。 

 

リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

について、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす 

る定額法を採用しております。 

 

（４）引当金の計上基準 

 

貸倒引当金                債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について 

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等、特定の債権につい 

ては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し 

ております。 
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退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付 

債務及び年金資産の見込額に基づき、計上しています。 

             なお、過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤 

務期間以内の一定年数（１０年）による定額法により、発 

生時から費用処理しております。 

また、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残 

存勤務期間以内の一定年数（１０年）による定額法により、 

発生の翌事業年度より費用処理しております。 

 

役員退職慰労引当金        役員の退職慰労金の支出に備えて内規による当期末退職 

慰労金要支給額を計上しております。 

 

（５）収益及び費用の計上基準 
 

 当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容 

及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおり 

であります。 

 

１ システム構築等 

   システム構築等に係る収益は、顧客ごとの仕様に応じて、情報システムの企画、設計、

開発等を行い、成果物を引き渡す履行義務を負っております。システム開発の進捗にした

がって顧客に成果が移転するため、進捗度に応じて、一定の期間にわたり収益を認識して

おります。原価の発生が進捗度に比例すると判断しているため、主として、進捗度の測定

は、発生したコストに基づくインプット法（原価比例法）を用いております。 

   また、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積もることができないが、発生する費

用を回収することが見込まれる場合は、原価回収基準にて収益を認識しております。 

 

２．システム関連機器等の製品販売 

   システム関連機器等の製品販売に係る収益は、顧客との販売契約に基づいて製品等を検

収に基づき引き渡す履行義務を負っております。当該履行義務は、検収合格時点において、

顧客が製品等に対する支配を獲得して充足されると判断し、検収合格時点で収益を認識し

ております。 

 

３ 保守サービス又はクラウドサービス等 

保守サービス又はクラウドサービス等に係る収益は、主に製品等の保守であり、顧客と

の保守契約又はクラウドサービス契約等に基づいて、サービスを提供する履行義務を負っ

ています。当該履行義務は、契約期間にわたり均一のサービスを提供するものであるため、

時の経過に応じて履行義務が充足されると判断しており、役務を提供する期間にわたり収

益を認識しております。 
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２．会計上の見積りに関する注記 

 

会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年

度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは次のとおりです。 

 

（１）繰延税金資産 

当事業年度の貸借対照表には、繰延税金資産１,８３５百万円が計上されています。 

繰延税金資産の認識は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額によって見積って

おります。当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受ける可能性があ

り、実際に発生した課税所得の時期及び金額が見積りと異なった場合、翌事業年度の計算書類に

おいて、繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。 

 

（２）退職給付引当金 

当事業年度の貸借対照表には、退職給付引当金４,４０３百万円が計上されています。 

退職給付引当金は、期末日現在の確定給付債務の現在価値から、年金資産の公正価値を控除し算

定していますが、確定給付債務の測定には、割引率等の仮定が含まれ、これらの仮定の変動に伴

い、退職給付引当金の額が変動する可能性があります。 

 

３．貸借対照表に関する注記 

 

（１）有形固定資産の減価償却累計額は１，９８４百万円であります。 

 

（２）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務は次のとおりです。 

 

短期債権    ６９９百万円 

長期債権           ９百万円 

短期債務  １,６１８百万円 

 

４．損益計算書に関する注記 

 

（１）関係会社との取引 

 

  営業取引による取引高 

 

売上高                ９５２百万円 

仕入高             １３,１６１百万円 

販売費及び一般管理費         ５６７百万円 

 

 営業取引以外の取引による取引高  

 

受取配当               １８７百万円  
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５．株主資本等変動計算書に関する注記 

 

（１）当期末における発行済株式の数 

  

普通株式 ８０,０００株 

 

（２）配当に関する事項 

 

1 配当金支払額 

 

２０２４年６月１４日の定時株主総会において、次のとおり決議しました。 

 

  配当金の総額  ８６６百万円 

  配当の原資  利益剰余金 

  １株当たり配当額  １０,８２９円 

  基準日  ２０２４年３月３１日 

  効力発生日  ２０２４年６月１４日 

 

2 基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

 

２０２５年６月１３日開催の定時株主総会の提案として、普通株式の配当に関

する事項を次のとおり提案しております。 

   

  配当金の総額  １,１７１百万円  

  １株当たり配当額  １４,６４５円 

  基準日  ２０２５年３月３１日 

  効力発生日  ２０２５年６月１３日 

      

  なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。 
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６．税効果会計に関する注記 

 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 

繰延税金資産 

  退職給付引当金  １,３８４百万円 

  減価償却超過額  １９百万円 

  資産調整勘定  １８８百万円 

  その他  ６５３百万円 

 繰延税金資産 小計  ２,２４４百万円 

  評価性引当額  △８６百万円 

 繰延税金資産 合計  ２,１５８百万円 

     

繰延税金負債  

   前払年金費用  △１２２百万円 

 建物附属設備 資産除去債務  △５９百万円 

   顧客関連資産  △１３０百万円 

   その他  △１２百万円 

 繰延税金負債 合計  △３２３百万円 

     

繰延税金資産の純額  １,８３５百万円 

 

７．リースにより使用する固定資産に関する注記 
 

貸借対照表に計上している固定資産のほか、社内システム用電子計算機器設備等の一部に

ついては所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。 

 

８．金融商品に関する注記 
 

（１）金融商品の状況に関する事項 

 

・資金運用、資金調達については、NTT ファイナンス㈱の CMS（キャッシュマネジメント  

 サービス）を利用しています。 

・売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っております。 

・投資有価証券は主に出資先企業の株式であり、期末に業績、財政状態の報告を受けること 

としております。 

・関係会社株式は主に子会社（ｴﾇｱｲｼｰ･ﾈｯﾄｼｽﾃﾑ㈱、ｴﾇｱｲｼｰ･ｿﾌﾄ㈱、ｴﾇｱｲｼｰ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ㈱）に 

対するものであり、四半期ごとの業績、財政状態の報告を受けることとしております。 

・買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日です。また、決済時において流動性リスク 

 に晒されますが、毎月資金計画を見直す等の方法により、そのリスクを回避しております。 
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（２）金融商品の時価等に関する事項 

 

２０２５年３月３１日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については以

下のとおりであります。 

なお、現金は注記を省略しており、預金、売掛金、関係会社預け金、買掛金、未払金、

未払費用及び未払法人税等は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似することか

ら、注記を省略しております。また、市場価格のない株式等（貸借対照表計上額は、その

他有価証券 1 百万円及び関係会社株式 872 百万円）は、以下の記載に含めておりません。 

（単位：百万円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

1 敷金 ２４０ １８０ △５９ 

2 破産更生債権等 １７４ － － 

貸倒引当金 ※ △１７４ － － 

     ※ 破産更生債権に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。 

（注）金融商品の時価の算定方法に関する事項 

１ 敷金 

     時価について、契約先ごとに、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切

な指標に信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値により算定しており

ます。 

２ 破産更生債権等 

破産更生債権等については、個別に回収不能見込額に基づいて貸倒見積額を算定し

ているため、時価は決算日における貸借対照表価額から貸倒見積額を控除した金額と

同額であり、当該価額をもって時価としております。 

     

９．関連当事者との取引に関する注記 
（単位：百万円） 

属性 会社等の名称 

議決権等の 

所有（被所

有）割合 

関連当事者 

との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

子会社 
ｴﾇｱｲｼｰ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ 

株式会社 

所有 

直接 100% 

IBM 製品仕

入先 
仕入 ８,５７０ 買掛金 １,１１６ 

子会社 
ｴﾇｱｲｼｰ･ﾈｯﾄｼｽﾃﾑ 

株式会社 

所有 

直接 100% 

ｼｽﾃﾑ運用ｻｰ

ﾋﾞｽ等 
仕入 ２,４１４ 買掛金 １８６ 

親会社の

子会社 

西日本電信電話

株式会社 
なし 

ｼｽﾃﾑ開発の

受託等 
売上 １,３６３ 売掛金 ４０７ 

親会社の

子会社 

ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ･ｺﾐｭﾆｹｰ

ｼｮﾝｽﾞ株式会社 
なし 

ｼｽﾃﾑ開発の

受託等 
売上 １,８０６ 売掛金 ３３２ 

親会社の

子会社 

NTT ﾌｧｲﾅﾝｽ株式

会社 
なし 資金の預入 資金運用(注 2) ６,６００ 

関係会社 

預け金 
６,６００ 

親会社の

関連会社 

ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ･ｺﾑｳｪｱ

株式会社 
なし 

ｼｽﾃﾑ開発の

受託等 
売上 ３,４８４ 売掛金 ９７２ 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注 1）当社と関連当事者以外の会社との取引と同様に、取引規模等を総合的に勘案し交渉の上 

決定しております。 

（注 2）資金の運用利率については NTT ﾌｧｲﾅﾝｽ株式会社が市場金利を勘案した利率をもとに決定 

しております。 
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１０．収益認識に関する注記 

 

   収益を理解するための基礎となる情報は、「重要な会計方針に関する注記」の「収益及び費用

の計上基準」に記載のとおりであります。 

 

１１．１株当たり情報に関する注記 

 

（１）１株当たり純資産額  １５０,３０２円４９銭  

（２）１株当たり当期純利益   ２９,２８９円４１銭 

 

１２．企業結合等に関する注記 

（事業の一部譲受） 
   当社は、2024 年 6 月 20 日の取締役会において、セコムトラストシステムズ株式会社との EDI

事業の一部譲受に関する契約を締結することについて決議を行い、同年 12 月 1 日付で当該事業

の譲受が完了いたしました。 

    

（1） 事業譲受の概要 

1 相手先企業の名称及び譲り受けた事業の内容 

相手先企業の名称   セコムトラストシステムズ株式会社 

譲り受けた事業の内容 「NMS IE/EX」および「.com Exchange」に関わる全ての事業 

2 事業譲受を行った主な理由 

EDI ビジネス市場のシェア拡大、業界マーケットの獲得、アップセル／クロスセルの展

開のため 

3 事業譲受日 

2024 年 12 月 1 日 

4 事業譲受の法的形式 

現金を対価とする事業譲受 

 

（2） 計算書類に含まれている譲受事業の業績の期間 

2024 年 12 月 1 日から 2025 年 3 月 31 日まで 

 

（3） 譲受事業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳 

 取得の対価   現金   642 百万円 

 取得原価         642 百万円 

 

（4） 主要な取得関連費用の内容及び金額 

デューデリジェンス費用等  14 百万円 

 

（5） 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間 

1 発生したのれんの金額 

152 百万円 

2 発生原因 

取得原価が識別可能資産の純額を上回った差額をのれんとして計上 

3 償却方法及び償却期間 

11 年間にわたる均等償却 

 

１３．その他の注記 
 

記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 


